
【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

180,000 180,000 180,000 540,000 210,000 210,000 630,000 210,000 210,000 210,000 210,000 840,000 2,010,000

180,000 210,000 210,000 600,000 210,000 210,000 630,000 210,000 210,000 344,000 210,000 974,000 2,204,000

180,000 210,000 210,000 600,000 210,000 210,000 630,000 210,000 210,000 344,000 187,000 951,000 2,181,000

180,000 180,000 180,000 540,000 210,000 210,000 630,000 210,000 210,000 210,000 210,000 840,000 2,010,000

180,000 210,000 210,000 600,000 210,000 210,000 630,000 210,000 210,000 344,000 210,000 974,000 2,204,000

180,000 210,000 210,000 600,000 210,000 210,000 630,000 210,000 210,000 344,000 187,000 951,000 2,181,000

210,000

210,000

前年度同額

婦人防火クラブ
補助金
90,000円
少年消防クラブ
補助金
120,000円

同額 同額

予算計上額

計　画　額

婦人防火クラブ
補助金
少年消防クラブ
補助金
各　90,000円

婦人防火クラブ
補助金
90,000円
少年消防クラブ
補助金
120,000円

210,000

予算計上額

実　績　額

実績との比較
（増減理由）

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額

予算計上額

前年度同額

同額 同額 同額

第１次実施３カ年計画

実　績　額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

子どもたちの消防業務・活動に対する関心の高まり、婦人を中心とした家庭における防火意識の高揚が図られる。

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

道 費 計　画　額

事業性質区分 新規・継続 1－5－1

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川市少年消防クラブ（市内に居住する小学４年生から６年生までの児童）及び砂川市婦人防火クラブ。

目的
(何のために実施する
のか）

火災の予防と防火意識の高揚を図る。
少年消防クラブ・婦人防火クラブが実施する、火災予防に関する研修と啓発活動、社会奉仕のためのボランティア活
動、親睦のためのレクレーションなどに対して補助金を交付する。

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 防火活動団体支援事業 　―　年度　～　　―　年度

消防署予防課広報係

実施３カ年
合　　　計

前年度同額 前年度同額

210,000

前年度同額

210,000

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

児童のときから火災に対する知識、啓発の必要性を図り、婦人に対しても家庭内における防火意識の向上と地域住民への啓発を図り火災の減少に努めるため、平成元年に婦人防火クラブ、平成９年に少年消防クラブが設立された。
これまで各団体の活動に対し補助金を交付してきたが、行政改革により平成12年度にこれまでの12万円から10万円に減額、平成17年度に10万円から9万円に減額している。
また、少年消防クラブについては会員の増により平成24年度に12万円に増額している。

婦人防火クラブ
については法被
購入のため増額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額

予算計上額

そ の 他

少年消防クラブ
については、会
員増のため増額

予算計上額

一 般 財 源 計　画　額

実　績　額

地 方 債

前年度同額

実　績　額 210,000

事業費予算の
内容

婦人防火クラブ
補助金
90,000円
少年消防クラブ
補助金
120,000円

婦人防火クラブ
補助金
90,000円
少年消防クラブ
補助金
120,000円

婦人防火クラブ
補助金
90,000円
少年消防クラブ
補助金
120,000円

計　画　額

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

同額同額 同額 同額

婦人防火クラブ
補助金
90,000円
少年消防クラブ
補助金
120,000円

婦人防火クラブ
補助金
224,000円
少年消防クラブ
補助金
120,000円

婦人防火クラブ
補助金
90,000円
少年消防クラブ
補助金
120,000円

婦人防火クラブ
補助金
90,000円
少年消防クラブ
補助金
120,000円

△23,000
新型コロナ影響
で事業減（少年
消ク補助金減）



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 21 21 21 21 21 21 21 21 21

実績値 21 21 21 21 21 21 16 14 9

計画値 65.0 70.0 75.0 85.0 90.0 95.0 100.0 100.0 100.0

実績値 62.3 64.7 64.9 52.0 58.0 58.1 58.5 58.7 38.2

ほぼ達成されている ほぼ達成されている ほぼ達成されている

上がっている 上がっている 少し上がっている

上がっている 上がっている 少し上がっている

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：
各団体への防火
意識の高揚を
図った結果、こ
こ数年一般家庭
からの出火件数
は減少傾向であ
る。また、行事
の開催時期、時
間等を考慮し、
より多くの会員
が出席できるよ
うにすることに
より、更なる防
火意識の高揚が
図られる。

自己分析：
各団体への防火
意識の高揚を継
続して行ってき
た結果、一般家
庭からの火災件
数は大きく減少
している。また
行事内容、日程
等を精査し、出
席率の上昇を図
るとともに、更
なる防火意識の
高揚が図られ
る。

自己分析：
各防火団体が広
報活動等をとお
して市民への防
火意識を高めて
いった結果、住
宅火災は減少し
ている。今後も
多くの会員に活
動等へ出席して
もらえるよう日
程等を調整し、
広く住民への防
火意識が浸透す
るように活動す
ることが必要で
ある。

判断理由：
火災件数の減少
や各行事に対す
る会員の出席率
上昇といった効
果があり、良好
であると判断し
た。

自己分析：
各防火団体の広
報活動、消防体
験等、防火意識
の高揚を図った
結果、市民への
防火に対する意
識は高まり、今
後も継続するこ
とにより火災の
減少に繋がる効
果がある。

自己分析：
各防火団体の広
報活動、消防体
験等、防火意識
の高揚を図った
結果、市民への
防火に対する意
識は高まり、今
後も継続するこ
とにより火災の
減少に繋がる効
果がある。ま
た、町内会単位
での自主防災組
織の結成につい
て前向きな町内
会が増えてきて
いる。

判断理由：
各防火団体の会
員数増加に伴
い、市民の防火
に対する広報、
防火の意識の高
揚は高まり良好
であると判断す
る。

自己分析：
各防火団体の広
報活動、消防体
験等、防火意識
の高揚を図った
結果、市民の防
火に対する意識
は高まり、今後
も継続すること
により火災の減
少に繋がる効果
がある。また、
町内会単位での
自主防災組織の
結成について前
向きな町内会が
増えてきてお
り、今年度は3
町内会が結成に
至った。

自己分析：各防
火団体の様々な
活動を通して防
火意識の高揚を
図った結果、市
民への防火に対
する意識は高
まっていると考
えられる。今後
も継続する事に
より火災の減少
に繋がる効果が
ある。また、町
内会単位での自
主防災組織の結
成については、
来年度結成の向
けて検討してい
る町内会があ
り、今後も積極
的にアピールす
る必要がある。

自己分析：
各防火団体の活
動を通じて会員
全体の災害への
意識は高まって
いるものと思わ
れる。今後も継
続し災害に対し
て知識、技術を
習得し地域のお
ける防火・防災
思想の普及に努
めていく。

自己分析：
新型コロナ感染
症の拡大により
会員が参集し行
う事業の開催が
困難であった。
体験を伴う事業
の開催が見通し
の立たない中、
オンライン等を
活用した活動等
により防火防災
の高揚を図る必
要がある。

判断理由：
防火団体を構成
する会員は事業
所管理者や町内
会役員等である
ことから、該当
団体を支援する
事業は火災予防
効果の向上に直
結でき、会員の
理解や知識向上
により大きな成
果を上げている
と判断する。唯
一、会員の全体
的な高齢化が進
んでおり、若年
層の取込等の活
動拡大へ向けた
事業展開が今後
の課題である。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：年間活動回数 指標の求め方：防火活動団体の年間活動回数

指標名：平均出席率 指標の求め方：出席者数/会員数×100（平均）

62.2

21

成果指標１
（単位/％　）

80.0

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

指
標

活動指標１
（単位/回　）

21

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

H25：
各防火団体の活動を通じて防火意識の高揚を図る事により、家庭か
らの火災の減少が期待でき、継続する事業と考える。今後も各団体
と協力し広報活動を行い、市民の防火意識の高揚も図って行きた
い。

H28：
防災、防火に対する市民への関心が高まりつつあり、今後も各防火
団体と広報活動を実施していく事によって火災の減少に繋がると考
える。

自己分析：
各防火団体の広
報活動、消防体
験などの活動を
通じ、会員全体
の防火意識の高
揚が図られるこ
とはもちろん、
各団体の市民へ
の認識も高ま
り、一般家庭か
らの火災はここ
数年発生してい
ない。今後も活
動を継続し、市
民への防火意識
の高揚を図るこ
とが必要であ
る。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

成果指標１（「成果」をもとに設定）

H30：
各防火団体の活動を通じて会員の防火・防災意識の関心が高まっているため非常に重要な取り組みであ
る。現在、当事業は活発な活動を行っており、防火・防災に対する知識の向上に繋がっていることか
ら、今後も継続していくべきと考える。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

200,000 200,000 200,000 600,000 152,000 152,000 456,000 152,000 152,000 152,000 152,000 608,000 1,664,000

200,000 200,000 200,000 600,000 152,000 152,000 456,000 152,000 152,000 152,000 152,000 608,000 1,664,000

200,000 200,000 200,000 600,000 152,000 152,000 456,000 152,000 152,000 152,000 0 456,000 1,512,000

200,000 200,000 200,000 600,000 152,000 152,000 456,000 152,000 152,000 152,000 152,000 608,000 1,664,000

200,000 200,000 200,000 600,000 152,000 152,000 456,000 152,000 152,000 152,000 152,000 608,000 1,664,000

200,000 200,000 200,000 600,000 152,000 152,000 456,000 152,000 152,000 152,000 0 456,000 1,512,000

152,000

音楽隊報償費の
減額等

同額

実績との比較
（増減理由）

市民防火のつど
い開催費
消耗品費、食糧
費、借上料、報
償費等

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額

前年度同額

予算計上額

実　績　額

事業費予算の
内容

同額 同額 同額

前年度同額

第１次実施３カ年計画

実　績　額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

一般市民、防火団体、市内事業所など。 市民の防火活動に対する理解が深まるとともに、防火意識が高まり、火災発生の抑制が図られる。

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

実施３カ年
合　　　計

消防署予防課広報係

予算計上額

道 費 計　画　額

事業性質区分 新規・継続 1－5－1

目的
(何のために実施する
のか）

火災の予防と防火意識の高揚を図る。
広報用資器材等を使用した展示や啓発活動、事業所への避難訓練等の指導、火災予防に関する研修会や広報活動を行
う。

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 火災予防推進事業 　―　年度　～　　―　年度

152,000

前年度同額

152,000

152,000

市民防火のつど
い開催費
消耗品費、食糧
費、借上料、報
償費等

152,000

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

本事業開始以前は消防法に基づく、事業所の避難訓練の指導等を主に行っていたが、火災予防啓発の一環として、昭和45年に町内会単位による防火協力会の設立と「市民防火のつどい」が初開催される。
現在、防火団体数については増加し、防火協力会、砂川地区防火安全協議会、防火団体連絡協議会などが協力しながら活動を行っており、「市民防火のつどい」については平成24年で42回の開催を数え、市民・児童等の防火の啓発行事として
定着している。

前年度同額
前年度予算と

の比較
（増減理由）

前年度同額

予算計上額

そ の 他

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

同額 同額 新型コロナ感染
症による防火の
つどい中止によ
る減額

同額

前年度同額前年度同額 前年度同額

実　績　額

予算計上額 152,000

一 般 財 源 計　画　額

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債

計　画　額

予算計上額

計　画　額

実　績　額

同額 同額

市民防火のつど
い開催費
消耗品費、食糧
費、借上料、報
償費等

市民防火のつど
い開催費
消耗品費、食糧
費、借上料、報
償費等

市民防火のつど
い開催費
消耗品費、食糧
費、借上料、報
償費等

市民防火のつど
い開催費
消耗品費、食糧
費、借上料、報
償費等

市民防火のつど
い開催費
消耗品費、食糧
費、借上料、報
償費等

市民防火のつど
い開催費
消耗品費、食糧
費、借上料、報
償費等

市民防火のつど
い開催費
消耗品費、食糧
費、借上料、報
償費等

市民防火のつど
い開催費
消耗品費、食糧
費、借上料、報
償費等
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指標の推移・評価

計画値 20 20 20 20 20 20 20 20 20

実績値 21 21 21 21 21 21 21 21 3

計画値 7 6 5 3 2 1 0 0 0

実績値 10 3 3 3 5 8 4 10 7

ほぼ達成されている ほぼ達成されている ほぼ達成されている

上がっている 上がっている 上がっている

上がっている 上がっている 上がっている

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：
「市民防火のつ
どい」について
は、市民に定着
しており参加者
も増えている。
また、各防火団
体・事業所など
にも積極的に広
報活動に参加を
してもらい、市
民の防火意識向
上により火災発
生件数の減少に
つながるものと
して、今後も継
続して事業を実
施していくこと
が重要。

自己分析：
「市民防火のつ
どい」は市民に
定着しており、
各防火団体、事
業所等も積極的
に広報活動に参
加されている。
また、市内の火
災発生件数は減
少しており今後
も活動を継続す
る事により、市
民の防火意識の
向上、火災件数
の更なる減少が
図られる。

自己分析：
「市民防火のつ
どい」は市民に
定着した行事に
なっており、参
加人数も安定し
ている。各協力
団体、事業所、
町内会等の積極
的な参加により
火災件数の減少
に繋がってい
る。また防災意
識も植え付ける
ことで横の繋が
りが強靭にな
り、共助の精神
が築かれ、災害
に強い街づくり
を行うことがで
きる。

判断理由：
継続して行って
きた「市民防火
のつどい」は砂
川市の行事とし
て定着してお
り、年々参加者
は増え、協力団
体も積極的に参
加されており、
火災件数の減少
に繋がっている
ため良好と判断
した。

自己分析：
「市民防火のつ
どい」は継続的
に実施してきた
事により市民に
定着している。
各協力団体、事
業所等に積極的
に広報活動に参
加してもらい、
市民の防災意識
の向上につな
がっている。ま
た市内の火災発
生件数は減少し
ており、今後も
活動を継続して
いく事が重要で
ある。

自己分析：
「市民防火のつ
どい」は継続的
に実施してきた
事により市民に
定着している。
各防火協力団
体、各事業所等
に積極的に広報
活動に参加して
もらい、市民の
防火・防災意識
の向上につな
がっている。ま
た市内の火災発
生件数は近年減
少傾向にあり、
今後も活動を継
続していく事が
重要である。

判断理由：
継続して行って
きた「市民防火
のつどい」は砂
川市の行事とし
て定着してお
り、年々参加者
は増え、協力団
体も積極的に参
加されており、
火災件数の減少
に繋がっている
為、良好である
と判断した。

自己分析：
「市民防火のつ
どい」は継続的
に実施してきた
ことにより市民
に定着してい
る。各防火協力
団体、各事業所
等に積極的に広
報活動に参加し
てもらい、市民
の防火・防災意
識の向上に繋
がっている。今
後も市内の火災
発生件数の減少
を目指し、協力
団体、事業所、
町内会等との活
動を継続してい
くことが重要で
ある。

自己分析：
「市民防火のつ
どい」は、市民
に定着した行事
になっており、
参加人数が年々
増加している背
景には市民の防
火・防災に対す
る意識が高まっ
ている表れでも
ある。今後も各
関係機関等に積
極的に広報活動
に参加してもら
い防火・防災意
識の向上に努め
ていくことが重
要である。

自己分析：
「市民防火のつ
どい」は、継続
的に実施してき
たことにより定
着した行事と
なっている。今
後も内容等を検
討しながら市民
に対して防火・
防災意識の向上
に努めていくこ
とが重要であ
る。

自己分析：
「市民防火のつ
どい」は継続的
に実施してきた
ことにより市民
に定着した行事
となっていた
が、今年度は新
型コロナ感染症
の影響により中
止となった。再
開可能となった
際には、今後も
継続して実施
し、市民の防
火・防災意識の
向上に努めてい
くことが重要で
あると考える。

判断理由：
継続して行って
きた「市民防火
のつどい」は、
砂川市の行事と
して定着してお
り、各協力団体
も積極的に参加
されており、防
火・防災に対す
る意識の向上の
ため、良好であ
ると判断した。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：火災発生件数 指標の求め方：火災発生件数

活動指標１（「手段」をもとに設定）

9

指標名：火災予防広報活動数 指標の求め方：広報活動件数

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

成果指標１
（単位/件　）

4

指
標

活動指標１
（単位/回　）

20

21

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
「市民防火のつ
どい」は継続的
に実施してきた
事により市民に
定着している。
また、各協力団
体、事業所等
も、事前広報、
当日手伝いに参
加していただ
き、市民の防火
意識の向上につ
ながっている。
今後も市内の火
災発生件数の減
少を目指し、協
力団体、事業
所、町内会等と
の活動を継続し
ていく事が重要
である。

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
「市民防火のつどい」は、市民の防火意識の高揚に寄与していると
思われ、今後も継続していく事業と考える。今後も、事業内容を精
査しながら更なる参加者の増加、市民の防火意識の高揚を図ってい
く必要がある。

H28：
「市民防火のつどい」は、市民の防火意識の高揚に寄与していると
思われ、今後も継続していく事業と考える。今後も、事業内容を精
査しながら更なる参加者の増加、市民の防火意識の高揚を図ってい
く必要がある。

H30：
「市民防火のつどい」を通じて、市民の防火・防災意識の高揚に寄与していると思われ、今後も継続し
ていく事業と考える。今後も事業内容を精査しながら市民の防火・防災意識の高揚を図っていく必要が
ある。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

実績との比較
（増減理由）

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額

予算計上額

実　績　額

事業費予算の
内容

第１次実施３カ年計画

実　績　額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内事業所・学校等 防火基準に適合した事業所や公共施設等が増えることで、火災時の被害抑制につながる。

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

実施３カ年
合　　　計

消防署予防課予防係

予算計上額

道 費 計　画　額

事業性質区分 新規・継続 1－5－1

目的
(何のために実施する
のか）

火災の予防と防火意識の高揚を図る。 各事業所、学校等への立入検査を実施し、不備があれば指導し改善を求める。

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 事業所立入検査及び防火安全指導事業 　―　年度　～　　―　年度

0

0

0

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

消防法が昭和24年に公布され、翌25年に砂川町火災予防条例が制定された。
法令違反による火災危険を防止するため、各事業所等の防火査察を効率的・効果的に実施している。

前年度予算と
の比較

（増減理由）

予算計上額

そ の 他

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実　績　額

予算計上額

一 般 財 源 計　画　額

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債

計　画　額

予算計上額

計　画　額

実　績　額



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 35 35 35 35 35 35 35 35 35

実績値 42 45 52 31 35 37 36 43 0

計画値 15.0 20.0 30.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

実績値 25.5 28.0 35.0 36.0 32.0 29.0 31.4 31.8 0.0

ほぼ達成されている ほぼ達成されている あまり達成されていない

上がっている 上がっている
あまり上がってい

ない

上がっている 上がっている 変わらない

総合評価 良好である 良好である 問題がある

自己分析：
火災予防条例に
基づき、定期的
に事業所・学校
等の立入検査を
実施している。
最近は大きな違
反は見られない
が、違反箇所が
指摘された事業
所等には今後も
違反箇所の是正
を継続して行う
ことにより、事
業所等の安全性
の確保を図りた
い。

自己分析：
火災予防条例に
基づき、定期的
に事業所、学校
等の立ち入り検
査を実施してい
る。違反が指摘
された事業所に
は、違反是正の
是正を継続的に
指導してきた事
により改善が図
られている。今
後も継続して立
入検査を行い、
事業所等の安全
確保を図りた
い。

自己分析：
火災予防条例に
基づき学校、店
舗、飲食店、事
務所等へ立入検
査を実施し、結
果多くの防火対
象物に改善がみ
られる。今後は
火災予防条例の
改正に伴う内容
の周知と防火安
全管理につい
て、より一層の
指導を続ける予
定。

判断理由：
立入検査に基づ
き行った違反箇
所の是正が各事
業所の協力によ
り確実に実施さ
れており、良好
であると判断し
た。

自己分析：
火災予防条例に
基づき、定期的
に事業所、学校
等の立ち入り検
査を実施してい
るが、用途に
よって消防設備
の不備がある事
業所とそうでな
い事業所がある
ため、今後も継
続的に行い、不
備の減少に努め
たい。

自己分析：
火災予防条例に
基づき、定期的
に事業所、学校
等の立ち入り検
査を実施してい
る。一部に違反
が指摘されてい
る事業所がある
ため継続的に指
導を行い是正を
図りたい。消防
用設備点検結果
未報告の事業所
や不備のある事
業所が違反して
いる観点から当
該事業所への立
ち入り検査を重
点的に行ってい
きたい。

判断理由：
立ち入り検査を
行った結果、少
しずつ改善がみ
られるため良好
であると判断し
た。

自己分析：
火災予防条例等
消防法規に基づ
き定期的に事業
所、学校等の立
入検査を実施し
ている。一部に
違反が指摘され
ている事業所が
あるため継続的
に指導を行い是
正を図りたい。
消防用設備点検
結果未報告や不
備のある事業所
が違反している
観点から当該事
業所への立入検
査を重点的に行
い不備、違反の
低減を図ってい
きたい。

自己分析：火災
予防条例等の消
防法規に基づき
定期的に事業
所、学校等の立
入検査を実施し
ている。一部に
違反が指摘され
ている事業所が
あるため継続的
に指導を行い、
是正を図りた
い。消防用設備
点検結果未報告
や不備のある事
業所が違反して
いる観点から当
該事業所への立
入検査を重点的
に行い不備、違
反の低減を図っ
ていきたい。

自己分析：
火災予防条例等
の消防法規に基
づき定期的に事
業所、学校等の
立入検査を実
施。一部に違反
が指摘されてい
る事業所がある
ため継続的に指
導を行い、是正
を図りたい。消
防用設備点検結
果報告や不備の
ある事業所が違
反している観点
から当該事業所
への立入検査を
重点的に行い、
不備・違反の提
言を図っていき
たい。

自己分析：
消防関係法規に
基づき定期的に
事業所等の立入
検査を実施して
きたが、新型コ
ロナ感染症拡大
防止の観点から
実施が困難と
なった。代替え
として一部事業
所等に対し文書
による通知を行
い、是正を図っ
たが改善率向上
には至らなかっ
た。さらに手段
を模索し、より
一層の指導を続
ける必要があ
る。

判断理由：
防火対象物への
立入検査や点検
結果報告により
明らかとなる不
備については、
都度、改善通知
等により是正を
図っているが、
指導の成果は顕
著とは言えず、
改修等に係る経
費的負担が大き
い場合は特に進
展が芳しくな
い。指導による
改善率を向上さ
せるため、新た
な取組みや施策
内容の強化が必
要と判断する。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 手段の見直し

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：改善が図られた施設数の割合 指標の求め方：改善が図られた施設数/指導施設数×100

活動指標１（「手段」をもとに設定）

32.0

指標名：立入検査回数 指標の求め方：立入検査を行った回数

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

成果指標１
（単位/％　）

40.0

指
標

活動指標１
（単位/回　）

35

49

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
火災予防条例に
基づき、定期的
に事業所、学校
等の立ち入り検
査を実施してい
る。多くの事業
所は法令を順守
しているが、一
部に違反が指摘
されている事業
所がある為、今
後も継続的に指
導を行い、違反
箇所の是正を図
りたい。

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
定期的に立入検査を行う事により、各事業所の安全性への認識が高
くなり、市民の安心にも繋がる事から、今後も継続する事業と考え
る。また、消防設備はもちろん防火管理制度や避難訓練等を含め、
防火に関する意識の向上を図っていく必要がある。

H28：
定期的に立ち入り検査を行うことにより、各事業所の火災発生率を
減少させ、かつ市民の安全、安心に繋がることから、今後も事業所
等への立ち入り検査を継続し違反対象物の減少を図っていく。

H30：
定期的に立入検査を行うことにより、各事業所の消防設備や防火管理状況を確認し、違反事項を改善さ
せ火災発生率を減少させることが、市民の安全、安心に繋がることから、今後も事業所等への立入検査
を継続し違反対象物の減少を図っていく。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

実績との比較
（増減理由）

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額

予算計上額

実　績　額

事業費予算の
内容

第１次実施３カ年計画

実　績　額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

一般市民（一般住宅）。 住宅用火災警報器の必要性について市民の理解が深まり、設置が促進される。

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

実施３カ年
合　　　計

消防署予防課予防係

予算計上額

道 費 計　画　額

事業性質区分 新規・継続 1－5－1

目的
(何のために実施する
のか）

一般住宅における火災時の避難の迅速化、並びに火災による死傷者の減少を図る。 広報すながわ、町内会回覧、家庭訪問、街頭啓発などによる広報活動を行う。

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 住宅用火災警報器普及推進事業 　―　年度　～　　―　年度

0

0

0

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

近年住宅火災での死傷者が増加し、死傷者防止対策の一環として、平成18年6月に消防法が改正、施行され、新築住宅への住宅用火災警報器の設置が義務付けられた。
また、既存の住宅については、砂川市火災予防条例において平成23年5月までの設置が義務付けられた。
このことから、既存の住宅への住宅用火災警報器の100％設置を目指し、普及活動を実施する。

前年度予算と
の比較

（増減理由）

予算計上額

そ の 他

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実　績　額

予算計上額

一 般 財 源 計　画　額

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債

計　画　額

予算計上額

計　画　額

実　績　額
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指標の推移・評価

計画値 35 40 45 50 50 50 50 50 50

実績値 30 32 32 30 30 30 30 30 10

計画値 68.0 76.0 84.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

実績値 79.4 80.6 89.8 89.8 89.8 89.8 90.0 90.0 90.3

ほぼ達成されている ほぼ達成されている ほぼ達成されている

上がっている 上がっている 上がっている

上がっている 上がっている 上がっている

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：
住宅用火災警報
器の設置義務化
の広報活動を早
期から実施して
きたことにより
市民の認知率・
設置率共に高く
なってきたが、
費用の面から設
置できない家庭
もあり、今後の
課題であるが、
普及促進の広報
等を継続して
行っていく必要
がある。

自己分析：
住宅用火災報知
設備設置の広報
活動を継続して
きた事により設
置率は高くなっ
ており、火災件
数も減少してい
る。費用の面は
当面の課題であ
るが、普及促進
の広報活動を継
続して行く事が
必要である。

自己分析：
住宅用火災警報
器の設置は新築
住宅の平成18年
6月から義務化
となり、早い設
置の住宅は約10
年が経過する。
普及率の向上を
図ることに加
え、維持管理活
動を織り交ぜ、
不全な機器を無
くすことに努め
ることが必要で
ある。

判断理由：
普及促進の広報
活動を継続して
実施してきた事
により、設置率
の上昇、火災件
数の減少といっ
た効果があり、
良好であると判
断した。

自己分析：
住宅用火災警報
器の設置義務化
から10年が経過
し、広報活動等
により市民への
認識は高まって
いる。設置率は
伸び悩んでいる
為、今後も設置
と維持管理の方
法を広報活動で
行っていく必要
がある。

自己分析：
住宅用火災警報
器の設置義務化
から10年が経過
し、広報活動等
により市民への
認識は高まって
いる。設置率は
伸び悩んでいる
ため、今後も設
置と維持管理の
方法を防火教室
等広報活動時に
普及推進を促し
てく必要があ
る。

判断理由：
普及促進の広報
活動を継続して
実施している
が、設置率は伸
び悩んでいる
為、今後も継続
する事により、
設置率の上昇、
火災件数の減少
といった効果が
あり、良好であ
ると判断した。

自己分析：
普及促進の広報
活動を継続して
実施している
が、設置率は伸
び悩んでいるた
め、今後も継続
し、設置率の上
昇、火災件数の
減少といった効
果があり、良好
であると判断し
たい。

自己分析：
住宅用火災警報
器の未設置世帯
への啓発を強化
しなければ。広
く市民に対する
継続した啓発を
実施するととも
に、既に設置し
た世帯に対して
は適切な維持管
理の啓発が重要
である。

自己分析：
普及促進の広報
活動を継続し、
普及率の向上か
ら判断し効果が
出ているものと
思われる。今後
は設置機器の更
新時期も含め、
奏功事例を活用
しながら防火教
室等を活用し広
報活動を継続し
ていくことが重
要である。

自己分析：
新型コロナ感染
症の拡大により
街頭広報等が実
施出来なかった
が、HPや防火チ
ラシ等の効果で
設置率の向上と
いった効果が見
られた。今後も
普及促進の広報
活動を継続し普
及率の向上、設
置世帯への適切
な維持管理のた
めの広報活動を
行っていくこと
が重要である。

判断理由：
住宅用火災警報
器の設置は、住
宅用防火対策の
重要な要となる
ことから市民の
安全・安心を確
保する上で極め
て重要な位置づ
けであると考え
ており、普及率
の向上から判断
して一定の成果
が出ていると判
断する。設置機
種の更新時期を
迎えるに当た
り、今後も積極
的に事業展開
し、普及率の下
降を抑制するこ
とも必要であ
る。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：警報器設置世帯割合 指標の求め方：住警設置世帯数/全住警設置対象世帯数×100

活動指標１（「手段」をもとに設定）

89.8

指標名：広報活動数 指標の求め方：広報活動回数

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

成果指標１
（単位/％　）

92.0

指
標

活動指標１
（単位/回　）

50

30

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
住宅用火災警報
器の設置義務化
から約10年が経
過する中、広報
活動等により市
民への認識は高
まっているが、
設置率は伸び悩
んでいる為、今
後も継続的な住
宅用火災警報器
の設置と維持管
理の広報活動を
行っていく必要
がある。

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
今後も継続して活動を進めていく方針である。費用の面は課題であ
るが、災害発生時の住宅用火災警報器の必要性を市民に認識しても
らうためにも必要な事業と考える。

H28：
今後も継続して活動を進めていく方針である。費用の面は課題であ
るが、災害発生時の住宅用火災警報器の必要性を市民に認識しても
らうためにも必要な事業と考える。

H30：
未設置世帯への設置及び及び設置済み世帯への維持管理を重点的に広報活動を行っていく方針である。
奏功事例を活用しながら住宅用火災警報器の必要性を市民に認識してもらうためにも必要な事業と考え
る。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)
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事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

3,960,000 3,960,000 0 0 3,960,000

3,960,000 3,960,000 0 0 3,960,000

2,740,500 2,740,500 0 0 2,740,500

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

18,000,000 18,000,000 18,700,000 20,000,000 59,500,000 8,800,000 29,700,000 18,500,000 57,000,000 134,500,000

5,000,000 0 5,000,000 0 0 20,800,000 8,800,000 0 90,800,000 99,600,000 125,400,000

4,600,000 0 4,600,000 0 0 20,800,000 8,600,000 42,200,000 50,800,000 76,200,000

14,400,000 14,400,000 14,100,000 0 31,500,000 22,000,000 14,800,000 36,800,000 82,700,000

0 0 0 0 17,400,000 0 0 17,400,000

0 0 0 0 17,400,000 46,200,000 46,200,000 63,600,000

2,640,000 5,100,000 1,200,000 8,940,000 4,229,000 2,320,000 7,988,000 488,000 7,751,000 1,260,000 9,499,000 26,427,000

2,640,000 300,000 0 2,940,000 0 0 1,439,000 488,000 0 4,284,000 4,772,000 9,151,000

1,827,000 283,000 0 2,110,000 0 0 1,220,000 98,000 0 6,200,000 6,298,000 9,628,000

6,600,000 5,100,000 33,600,000 45,300,000 37,029,000 22,320,000 98,988,000 9,288,000 0 59,451,000 34,560,000 103,299,000 247,587,000

6,600,000 5,300,000 0 11,900,000 0 0 39,639,000 9,288,000 0 0 95,084,000 104,372,000 155,911,000

4,567,500 4,883,000 0 9,450,500 0 0 39,420,000 8,698,000 0 0 94,600,000 103,298,000 152,168,500

入札による減額 入札による減額

実績との比較
（増減理由）

入札による減 入札による減 入札による減額

更新車両の見直
し

車両更新計画の
見直し

備品購入費
水槽付消防ポン
プ自動車1台購
入（はやぶさ
号）

前年度予算と
の比較

（増減理由）

車両価格の違い 高規格救急車購
入（別事業）の
為、消防車両購
入を26年度へ

高規格救急自動
車購入による25
年度事業からの
先送り

大型水槽車の更
新予定であった
が、更新車両の
見直し

更新車両の見直
し

備品購入費
災害広報車1台

実　績　額 39,420,000

事業費予算の
内容

備品購入費
多目的車　1台

備品購入費
広報車　1台

備品購入費
水槽付消防ポン
プ自動車1台購
入

事 業 費 合 計 計　画　額 39,639,000

予算計上額 39,639,000

予算計上額 1,439,000

実　績　額 1,220,000

実　績　額 17,400,000

一 般 財 源 計　画　額 1,439,000

そ の 他 計　画　額 17,400,000

予算計上額 17,400,000

予算計上額 20,800,000

実　績　額 20,800,000

実　績　額

地 方 債 計　画　額 20,800,000

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

砂川消防設立当初から、消防車両については消防の任務を適切に遂行するため、耐用年数を経過した車両を中心に更新整備を行ってきた。また、人口の増加、建築物の多様化などを考慮し、随時増強も行ってきた。
これからも市民の生命・財産を守ることを目的とし、消防体制の充実強化を図るため、消防車両の更新・整備を行う。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

消防体制の強化充実を図る。 耐用年数を経過し老朽化した消防車両を更新及び増強する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

消防署消防隊及び消防団
一般住宅及び危険物施設の火災鎮圧、一般市民に対する予防広報活動及び災害時においての広報活動、資機材・人員搬
送を円滑に行うための車両が確保される。

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 消防車両更新・増強事業 平成　23　年度　～　平成　32　年度

事業性質区分 新規・継続 1－5－2 消防署警防課警防係
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指標の推移・評価

計画値 1 1 1 1 1 1 1

実績値 1 1 0 0 0 1 0 1

計画値 1 1 1 1 1 1 1

実績値 1 1 0 0 0 1 0 1

達成されている 達成されている ほぼ達成されている

上がっている 上がっている 少し上がっている

上がっている 上がっている 少し上がっている

総合評価 良好である 極めて良好である 良好である

自己分析：
平成4年寄贈の
防火号、平成6
年寄贈の資機材
車がそれぞれ耐
用年数が過ぎた
ことから、両車
両の特性を生か
した多目的車の
購入を計画した
もので、災害発
生時の資機材・
人員の搬送に活
用する。

自己分析：
現在消防署に配
置している救急
車は購入から15
年経過し、走行
距離も約14万キ
ロに達してい
る。特に駆動部
及びサスペン
ション系に経年
劣化が目立ち、
加えて補修部品
生産終了の為、
部品調達が困難
な事から車両を
更新し、広報活
動、災害現場へ
の人員搬送に活
用する。

自己分析：
高規格救急車購
入（別事業）の
為、消防車両購
入を平成26年度
へ先送りする。

判断理由：
計画どおりに車
両が更新され、
災害出動や救急
出動に効果的に
対応できている
と考える。今後
も出動件数や走
行距離を考慮し
た車両更新を
行っていく。

自己分析：
はやぶさ号更新
時期も平成29年
度に控えてお
り、大型水槽車
を含めた更新車
両を見直しす
る。

自己分析：
高所作業車増強
予定であった
が、導入計画当
初から状況が変
わり、消防団協
力事業所の協力
により高所作業
車の運用が可能
となることか
ら、車両更新計
画から外す事と
する。

判断理由：
平成27年度に運
用開始した消防
団タンク車につ
いては、団運用
のみならず、化
学車の代替車両
として、また資
機材車使用不可
の場合の救助艇
船外機の運搬車
両として有効に
運用されてい
る。

自己分析：
これまで、台風
災害等により一
定量冠水した道
路の消防車両は
走行不可であっ
たが、走破性の
高い本車両導入
により、逃げ遅
れ住民等の迅速
な救出が可能に
なり、水災害へ
の対応力は格段
に向上したと判
断出来る。ま
た、火災予防広
報等にも積極的
に活用し、啓発
活動においても
有効性が期待で
きる。

自己分析：
車両の更新計画
を見直しし、予
定されていた
「はやぶさ号」
や「大型水槽
車」等の主要車
両の更新を現車
状況を鑑み、先
送りしている状
態。しかし、老
朽化が進行し、
延期も限界域に
達している。令
和2年度（平成
32年度）以降、
更新が必要であ
ると考える。

自己分析：
消防車両の更新
計画が長年先送
りされてきた
が、老朽化が進
み限界にきてい
る。令和2年度
に砂川1号車
（はやぶさ号）
が更新予定であ
るが、引き続き
更新延期となっ
ている老朽車両
を随時更新して
いく必要がある
と考える。

自己分析：
令和3年4月より
運用開始。以前
の車両の積載水
より倍の7,000ℓ
を備え、CAFS装
置（圧縮空気泡
消火装置）を搭
載。節水・水損
防止及び再燃防
止に期待でき
る。また、ホー
ス重量も軽量と
なり取扱いが容
易化、消火活動
の効率化が図ら
れたと判断す
る。

判断理由：
消防車両の更新
計画は基本的に
中小型車両は13
年、大型車両に
あっては20年経
過を一般的目安
時期に設定して
いるが、現車状
況と照合しなが
ら、変化する地
域情勢を考慮
し、随時変更を
行ってきた。結
果、消防力の強
化・増強に繋
がっている状況
から施策進捗状
況は良好である
と判断する。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

H30：
運用から20年～30年以上を経過している車両もあり、特に主要車両は老朽化が著しく、現車状況と照し
合せて先送りを続けてきたが、修繕規模や部品調達の観点からも限界域に達している。また、消防車両
の特性上、完全停止となる前に更新を完了せねばならず、令和2年度以降、本格的に更新計画を進捗さ
せる必要がある。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
平成27年1月よ
り運用開始。砂
川消防団唯一の
タンク車とし
て、またはやぶ
さ号使用不可時
の代替車両とし
て機能も充実
し、切れ目のな
い災害対応が期
待できる。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
老朽化する消防車両等を計画的に更新していくことは、高度化する
災害対応や増加する救急件数に対応する上で重要である。又財政的
にも支出を均衡に保つことができる事から、今後も出動件数や走行
距離を考慮した車両の更新が必要と考える。

H28：
消防車両及び積載物品によっては進化しており、また災害において
も複雑多様化していることから、老朽化している車両の更新は必要
と考える。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

1

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/台　） 1

成果指標１
（単位/台　）

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：消防車両更新等台数 指標の求め方：更新及び増強した消防車両の台数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：消防車両更新等台数 指標の求め方：更新及び増強した消防車両の台数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 800,000 0 1,600,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 4,000,000 5,600,000

800,000 800,000 1,600,000 900,000 1,100,000 2,800,000 1,000,000 900,000 1,100,000 1,400,000 4,400,000 8,800,000

600,000 700,000 1,300,000 900,000 900,000 2,400,000 900,000 800,000 1,100,000 1,400,000 4,200,000 7,900,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

672,000 900,000 900,000 2,472,000 89,000 889,000 1,067,000 64,000 64,000 64,000 64,000 256,000 3,795,000

672,000 27,000 89,000 788,000 61,000 21,000 171,000 64,000 49,000 81,000 25,000 219,000 1,178,000

659,400 54,150 49,700 763,250 65,520 37,440 185,520 37,440 92,080 80,300 24,500 234,320 1,183,090

672,000 900,000 900,000 2,472,000 889,000 889,000 2,667,000 1,064,000 1,064,000 1,064,000 1,064,000 4,256,000 9,395,000

672,000 827,000 889,000 2,388,000 961,000 1,121,000 2,971,000 1,064,000 949,000 1,181,000 1,425,000 4,619,000 9,978,000

659,400 654,150 749,700 2,063,250 965,520 937,440 2,585,520 937,440 892,080 1,180,300 1,424,500 4,434,320 9,083,090

工事委託料の減 工事委託料の減 工事委託料の減 工事委託料の減

実績との比較
（増減理由）

見積合せによる
減

見積合せによる
減

見積合せによる
減

見積合せによる
減

工事委託料の増 工事委託料の減

設置位置の違い 設置位置の違い
及び増税による
増

消火栓新設工事
1,206,700円
本体購入
217,800円
取替工事と合わ
せて緊防債予定

前年度予算と
の比較

（増減理由）

設置場所の違い
消火栓単価の違
い

設置位置の違い
消火栓単価の違
い

設置位置の違い
消火栓単価の違
い

設置位置の違い
消火栓単価の違
い

過疎計画を見直
し、新設事業は
継続

消火栓新設工事
756,000円
本体購入
204,120円
取替工事と合わ
せて過疎債予定

消火栓新設工事
911,520円
本体購入
208,440円
取替工事と合わ
せて緊防債予定

消火栓新設工事
854,280円
本体購入
208,440円
取替工事と合わ
せて緊防債予定

消火栓新設工事
729,000円
本体購入
208,440円
取替工事と合わ
せて過疎債予定

消火栓新設工事
962,500円
本体購入
217,800円
取替工事と合わ
せて緊防債予定

実　績　額 682,560

事業費予算の
内容

消火栓新設工事
費
407,000円
消火栓本体購入
費
265,000円

消火栓新設工事
費
630,000円
消火栓本体購入
費
197,000円

消火栓新設工事
700,000円
本体購入
189,000円
取替工事と合わ
せて過疎債予定

消火栓新設工事
684,000円
本体購入
205,000円
取替工事と合わ
せて過疎債予定

事 業 費 合 計 計　画　額 889,000

予算計上額 889,000

予算計上額 89,000

実　績　額 82,560

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 89,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額 800,000

実　績　額 600,000

実　績　額

地 方 債 計　画　額 800,000

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

消防水利については、火災の発生時に速やかに消火活動を行えるよう配置を行ってきた。
現在砂川市には、消火栓・防火水槽合わせて310基の消防水利があるが、平成12年に消防力の基準の全部が改正されたのに伴い、消防水利の基準も改正された。
砂川市は消防水利の基準数に達していないため、不足地域に計画的に設置する。
なお、重複している水利については老朽化しているものを中心に撤去することも考慮する。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

消防体制の充実・強化を図る。 水利不足地域に消防水利の基準に応じて、計画的に消火栓を設置する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内消防水利不足地域 消防水利不足地区おける水利が確保される。

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 消火栓設置事業 ―　年度　～　　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－5－2 消防署警防課警防係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 310 312 313 315 316 317 318 319 320

実績値 310 310 308 307 308 309 309 310 311

計画値 73.0 73.5 73.7 74.2 74.5 74.7 75.0 75.2 75.4

実績値 73.0 72.3 71.8 70.8 71.0 71.2 71.2 71.5 71.7

ほぼ達成されている ほぼ達成されている ほぼ達成されている

少し上がっている 少し上がっている 少し上がっている

上がっている 上がっている 少し上がっている

総合評価 普通である 普通である 良好である

自己分析：
市街地中心部の
水利が重複して
いる地域の老朽
化した消火栓を
1本撤去したた
め、指標の数値
に変更は無い
が、新たに水利
不足地域に消火
栓を設置するこ
とができたた
め、当該地域の
火災発生時に万
全を期すことが
できる。

自己分析：
更新と撤去が同
数のため、指標
数値に変更はな
い。新規設置は
計画的に設置す
る事ができた。

自己分析：
水利が重複する
地域の消火栓が
設置環境及び経
年劣化により維
持管理が難し
く、中空知水道
企業団と協議し
た結果、消火栓
3基を撤去した
ものの、新たに
水利不足地域で
計画的に消火栓
を整備すること
ができた。

判断理由：
新規、更新整備
については計画
的に進められた
が、充足率を上
げることができ
なかった。

自己分析：
市街地中心部の
防火水槽1基撤
去し新たに水利
不足地域を計画
的に消火栓を1
基整備すること
が出来た。充足
率を上げること
はできなかった
が、当該地域の
火災発生に万全
を期する事が出
来る。

自己分析：
新たに水利不足
地域に消火栓1
基を計画的に整
備し、充足率を
上げることがで
き、当該地域の
火災発生に万全
を期する事がで
きる。

判断理由：
新規、更新整備
については計画
的に進められた
が、充足率を上
げることができ
なかった。

自己分析：
新たに水利不足
地域に消火栓を
計画的に整備
し、充足率を上
げる事により当
該地域の火災発
生に万全を期す
る事が出来る。

自己分析：
道路拡張工事に
伴い市街地の消
火栓が1基撤去
となったため、
充足率は向上し
なかったが、水
利不足地域に対
し新たに消火栓
を1基整備する
ことは計画的に
達成できてい
る。

自己分析：
平成30年に道路
拡張工事に伴い
撤去した消火栓
の付近に新設消
火栓の整備を行
い、水利不足を
解消することで
地区一帯の火災
対応を円滑、早
期にすることが
可能となった。

自己分析：
水利不足地域に
新設消火栓を建
設することで、
周辺住宅への早
急な災害対応が
可能となり万全
を期することが
出来るととも
に、市内水利の
充足率を向上す
ることが出来
た。

判断理由：
目標指標上では
計画値に達して
いない部分も見
受けられるが、
消火栓1基は40
年間周期での更
新としており、
市内住宅密集地
域の変動等の情
勢に合わせ、計
画的に更新し、
消火栓の信頼度
は格段に上がっ
ていると判断す
る。数値上に表
れない大きな成
果があると判断
するとともに、
継続する事が重
要な施策である
と考える。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

H30：
水利重複地域による消火栓撤去のため、充足率の向上が図れなかったが、水利不足地域に対し新たな消
火栓を整備することは計画的に達成できているため、今後更に整備を継続することが必要と考える。ま
た、老朽化した消火栓に対しても計画的な整備が達成できており、整備の継続により万全を期すること
が可能と考える。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
水利が重複する
消火栓が設置環
境及び経年劣化
により2本撤去
し、新たに水利
不足地域に消火
栓を1本設置す
る事ができた
為、充足率を上
げる事はできな
かったが、当該
地域の火災発生
時に万全を期す
る事ができる。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
消火栓の老朽化に伴い、平成24年度から平成27年度において起債を
活用して78基の更新整備を計画している事から、新規設置において
も合わせて計画整備していきたい。

H28：
消火栓本体及び接続配管の老朽化による火災発生時の不測事態を回
避するため、平成32年度において既に新設又は最終更新から40年近
く経過している公設消火栓及び圧力点検時不備のある公設消火栓の
更新整備を計画していることから、新規設置においても市内水利不
足地域へ計画的に整備していきたい。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

70.8

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/基/延）

314

307

成果指標１
（単位/％　）

74.0

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：消防水利充足率 指標の求め方：水利数/基準水利数×100

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：消防水利数 指標の求め方：消火栓数＋防火水槽数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

32,000 32,000 32,000 96,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 33,000 132,000 327,000

32,000 32,000 32,000 96,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 33,000 132,000 327,000

32,000 32,000 32,000 96,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 33,000 132,000 327,000

32,000 32,000 32,000 96,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 33,000 132,000 327,000

32,000 32,000 32,000 96,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 33,000 132,000 327,000

32,000 32,000 32,000 96,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 33,000 132,000 327,000

同額 同額 同額 同額

実績との比較
（増減理由）

同額 同額 同額 同額 同額 同額

前年度同額 前年度同額 前年度同額

救命講習開催用
消耗品費

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額 消費税率引上げ
による増

前年度同額 前年度同額

救命講習開催用
消耗品費

救命講習開催用
消耗品費

救命講習開催用
消耗品費

救命講習開催用
消耗品費

救命講習開催用
消耗品費

実　績　額 33,000

事業費予算の
内容

救命講習開催用
消耗品費

救命講習開催用
消耗品費

救命講習開催用
消耗品費

救命講習開催用
消耗品費

事 業 費 合 計 計　画　額 33,000

予算計上額 33,000

予算計上額 33,000

実　績　額 33,000

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 33,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

昭和43年に砂川市救急業務規定が制定され、本格的に救急業務を行ってきた。
それに伴い救命講習も随時行ってきたが、平成17年に応急手当の普及活動の推進に関する要綱が制定されたことにより、早期の応急手当が救命率を一層向上させることから、一般市民・事業所・学校・町内会等への応急手当の普及活動を積極
的に行い、救命率の向上を図ってきた。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

多くの市民に応急手当ての正しい知識と技術を身につけてもらい、救命率の向上を図る。 事業所、学校等に受講を募り、蘇生用人形、訓練用ＡＥＤ、テキスト等を使用し講習会を開催する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

一般市民、市内事業所・学校。 救急隊が現場へ到着するまでの間の応急手当の正しい知識と技術を習得できる。

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 救命講習事業 ―　年度　～　　　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－5－3 消防署救急通信課救急係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 17 18 18 19 20 20 21 21 22

実績値 18 21 22 21 22 26 21 16 0

計画値 410 420 430 450 460 470 480 490 500

実績値 519 563 570 418 455 561 490 306 0

ほぼ達成されている ほぼ達成されている 達成されている

上がっている 上がっている 上がっている

上がっている 上がっている 上がっている

総合評価 良好である 良好である 極めて良好である

自己分析：
近年救命講習会
の開催数は若干
ではあるが増加
しており、受講
者数も増加して
いるが、普通救
命講習は2年に1
回の受講を勧め
ていることか
ら、継続的な受
講が必要であ
る。また、応急
手当優良事業所
の認定も行って
いることから、
事業所への受講
を勧めながら、
更なる受講者数
の増加を目指す
ことが重要であ
る。

自己分析：
救命の手順変更
により新たに取
り入れられたガ
イドライン2010
による普通救命
講習の導入によ
り受講希望者の
増加がみられ
た。今後も事業
所及び入所者の
急変が最も予想
される福祉関係
を中心に受講者
数の増加を目指
すことが重要で
ある。

自己分析：
中学生、高校生
を含めた若年層
への普及活動を
推進した結果、
若干ではあるが
受講者数の増加
がみられた。今
後も未受講施設
への活発な推進
活動を進めると
ともに、再受講
者も含め、更な
る受講者数の増
加を目指す事が
重要である。

判断理由：
ガイドラインの
変更により救命
講習に興味を
持った受講者に
講習することが
出来たのではな
いかと思う。近
年、福祉関係で
の心肺停止患者
を救急搬送が増
加傾向にある事
から、福祉関係
受講者の更なる
増加を目指さな
ければならな
い。

自己分析：
ガイドライン
2010から2015へ
の変革時期であ
り、受講者数は
減少している
が、市内医療機
関、介護スタッ
フの協力を仰
ぎ、低年齢層か
ら質の高い救命
講習を実施する
事ができ、救命
率の向上に繋
がってきてい
る。ガイドライ
ンが年度末に改
定されたため、
再講習を含めた
受講者数の増加
を目指す事が重
要である。

自己分析：
ガイドラインが
新しく変更に
なったことによ
り、市内介護施
設を中心とした
救命講習会が微
増ではあるが増
加した。また、
中学、高校の授
業にも参加させ
ていただき、低
年齢層からの意
識づけに重点を
置いたほか、教
職員の受講も増
えており、今後
も継続して行っ
ていくことが重
要である。

判断理由：
中学生、高校生
を対象にした脳
卒中を取り入れ
た総合的な救命
講習が定着され
つつあり、救命
率の向上に繋
がってきてい
る。今後は教職
員やPTA関係者
への受講を勧め
ながら受講者数
の更なる増加を
目指さなければ
ならない。

自己分析：
脳卒中に関する
知識を含め中高
生の受講が定着
し、若年層から
の教育を開始す
ることで救命率
の向上や早期対
応による予防に
繋がります。
また、一般事業
所などの定期受
講により再講習
受講者の増加に
伴い質の良い技
術の向上も見ら
れます。
今後も継続し普
及する必要があ
ります。

自己分析：
昨今増加傾向に
ある様々な災害
に対する自助共
助を含む内容を
講習に取り入
れ、幅広い年齢
層を対象とした
救命の連鎖に再
度着目し、早期
からの積極的な
介入を目指し救
命率の更なる向
上を指標とす
る。また、再講
習者の習熟度が
回数を重ねるに
つれ向上してお
り、今後も継続
し普及すること
が重要である。

自己分析：
救命率の向上に
加え、受講者の
習熟度に応じた
質の高い内容を
基に救急車の適
正利用の重要性
についても同時
に理解を深める
事に繋がった。
　活動・成果指
標共に実績値が
計画値を下回っ
たが、令和2年1
月中旬から新型
コロナウイルス
による感染拡大
防止のため全て
の救命講習を延
期処置としてい
ることによるも
の。（待機中の
救命講習数4
件、216名）

自己分析：
R2.1中旬から新
型コロナウイル
スによる感染拡
大防止のため全
ての救命講習を
実施可能な時期
まで延期。再開
までの代替え事
業として掲示物
等の作成・配布
を行った。再開
可能となった際
には開催待機中
の事業所等に対
し、空白期間を
埋めるべく、救
命率向上に繋が
る講習内容とし
て実施したい。

判断理由：
救命講習受講者
は年々増加傾向
にあり、活動・
成果指標ともに
高数値となり、
地域の心肺蘇生
普及率は格段に
向上していると
判断する。再講
習受講の推進を
図った活動も功
を奏している状
況から、今後は
普及下降の抑制
並びに質の向上
を目的とした事
業へシフトする
ことも視野にい
れることが望ま
しい。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

H30：
これまで指標としてきた対処、予防法に加え、災害面のみでなく救命の連鎖の主である自助・共助ソフ
ト面の強化を行う事で生命の危機に対する積極的な介入を目指し、救命率はもちろんのこと社会復帰率
の向上を目標とした講習が必要であり、再講習者の技術維持や新規救命講習受講者への窓口拡大のため
普及啓発も並行して継続計画することが必要である。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
市内事業所、福
祉施設、学校施
設への普及活動
を推進した結
果、毎年開催数
は増加してお
り、受講者数も
増加している。
ガイドラインの
改定が来年以降
予定されている
為、再講習を含
めた受講者数の
増加を目指す事
が重要である。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
救命講習の回数だけではなく、質の向上を目指し、実技を中心とし
た講習への切り替えが必要である。人に頼るのではなく自ら行動を
起こせるレベルまで引き上げるのが必要と考える。

H28：
ガイドライン2015への改定により変更部分の手技を中心とした講習
への切り替えが必要である。また、心停止に陥らないための予防救
急（生活習慣の改善）の啓発も座学を中心に取り入れていく事が必
要と考える。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

642

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回　）

19

26

成果指標１
（単位/人　）

440

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：救命講習受講者数 指標の求め方：年間の救命講習受講者数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：救命講習回数 指標の求め方：年間の救命講習回数


